チャランケ通信　第156号　2016年12月19日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　先週から札幌は積雪が続き、我が家の周りには排雪されない雪が山のように積み上がり、除雪にウンザリする毎日が続いている。なんとかして欲しいという思いは、何時ものことながら多くの札幌市民の強い要望である。それにしても、21日が冬至、時間の経つのが早いものだと思う。春が待ち遠しいのだが、まだまだ先、これからが冬本番だ。
15日の日ロ首脳会談、領土問題の前進が見られない不満も露呈
　15日から16日にかけて、ロシアのプーチン大統領が来日し、何と16回目となる安倍総理との首脳会談が行われた。その結果について様々な立場からの論評が為されているのだが、当初の期待値が高かったせいか、北方領土問題に向けての具体的な進展がほとんど見られなかったことを以て、成果が上がったという見方は少ないようだ。特に、自民党の二階幹事長などは、経済だけでは国民の期待に応えていない、とやや露骨に不満を表明していたのが印象的であった。
当初は、かなり成果を上げて来年1月には解散・総選挙に打って出るのではないか、と噂されていたのだが、どうやら年明け解散に持ち込めるほどの国民的支持が盛り上がる雰囲気はなさそうである。息の長い取り組みが必要なのかもしれないが、日ロ両国の指導者が、比較的安定した支持基盤を持っている現在が、最もタイミングとして良い時期だったのかもしれない。少なくとも、1956年の時点での2島返還を、現実的な解決策として確定させることを打ち出すべきではなかったか、と思えてならない。その政治的覚悟が、安倍総理には残念ながらなかったのかもしれない。日本側からの提案無くして、この問題は動きようがないのだから、総理の決断ができるのかどうかにかかっていると言えよう。
プーチン大統領、日本とアメリカの関係に鋭く切り込む
　日ロの関係で気になったのは、プーチン大統領が、北方領土の返還の歴史の中で、1956年平和条約を締結した後に歯舞・色丹を日本政府に返還するという合意を、当時のダレス国務長官が、もしこれでソ連と平和条約を締結するなら沖縄と小笠原は返還しない、と恫喝した歴史を踏まえ、アメリカとの関係がどうなるのか、と言う指摘をしたことである。さらにG7の国々が、ウクライナ問題でロシアに対して経済制裁をしている事に対して、日本側に牽制を投げかけたことも挙げておく必要があろう。他方で、中断していた日ロ両国の2プラス2の外務・防衛大臣会合再開で合意したことは、今後の北東アジアの安全保障問題の前進に寄与するわけで、ある程度前進したものとみていい。
　トランプアメリカ大統領就任以降の世界政治、大波乱の幕開けか
　問題は、やはりアメリカのトランプ政権が、大統領就任後の対ロ外交でどのような方針を打ち出していくのか、という事にかかってくる。トランプ氏は、プーチン大統領を高く評価する発言を繰り返しており、G7各国の対ロ制裁についてどうするのか、世界の警察官としての役割を演ずるつもりはないわけで、国際関係が大きな激動の時代に入ったようだ。米露中EUの激動に、日本の立ち位置が問われている。
　

イギリスＥＵ離脱について、伊東光晴京大名誉教授の長大論文
雑誌『世界』1月号「問題は英国でなくEUだ」に注目
　国際関係の動きと言えば、今年は実に大きな出来事が起こった画期的な年として記録されていくに違いない。一つは6月のイギリスのEU離脱の国民投票の結果、離脱が過半数となりキャメロン首相が辞任し、後任にメイ首相が任命され、EU離脱交渉に向けて事態は転換し始めている。
もう一つの出来事は、言うまでもなく11月8日のアメリカ大統領選挙でのトランプ候補の勝利だろう。まさか、トランプ氏が大統領になるなどとは予想されていなかった中での勝利であり、今後の経済政策や外交政策など、いろいろと喧伝されている。実際にどのような政策が展開されていくのか、これまでの言動から見れば、大統領に就任してみなければ何とも言えない事は間違いない。
　そうした中で、イギリスのEU離脱(Brexit)について、イギリスにとって大きな問題だとする論調が多くみられる中、伊東光晴京都大学名誉教授が月刊雑誌『世界』1月号で「問題は英国ではなくEUだ」と題する18ページ(約20,000字)に及ぶ長大論文を寄稿されている。伊東光晴名誉教授は1927年生まれで実に89歳、一度は生死を彷徨われるような状態から見事に回復され、現実に生起する出来事に対する鋭い健筆を揮われておられる。そのこと自体だけでも、まことに敬意を表すべきことに違いない。

　イギリスＥＵ離脱の背景、貿易収支、農業還付金の貴族階級配分、移民労働者による雇用・賃金悪化への不満etc
　問題は、中身である。英国経済にとって、EUの離脱は決して間違った選択ではなく、国民大衆の多くは変化を求めていたのであり、そのことが離脱への賛意となった事を指摘されている。イギリスにとってEUとの対外的な貿易収支でみれば、大幅な赤字であり、特にドイツとの関係でいえば輸出額の2倍もの輸入額となっていて、離脱による打撃はむしろドイツでありEUなのだ、と貿易統計を使って分析される。
　驚いたのは、EU離脱によって一番打撃を受けるのは貴族階級ではないか、と指摘されていることだ。EU加盟によって、各国が域内農業保護のために資金を拠出し、それぞれの国に配分されている。その還付のやり方にはそれぞれの国のやり方があり、イギリスではサッチャー時代に農地の広さが基準になって配分することにしている。そこで問題となるのが、イギリスは階級社会であるという視点で、千数百人の貴族階級(ファミリー)が英国の土地の3分の1を所有しており、農業振興資金の多くが貴族の莫大な不労所得になっているわけだ。
　一方、EU加盟で移民労働者の流入が続き、労働者の雇用を奪い賃金を圧迫し続けている。EU地域からの移民は中東欧のEU拡大によって増加基調を辿っているわけで、多くの労働者層の不満は増大し、EU離脱の声となって行ったと見ておられる。
　驚いたのは、EUからの移民労働者への福祉制度の違いによる影響、普遍主義による福祉制度は移民制限なくして持続不可能へ
　何よりも、指摘されて驚いたのが、福祉国家の制度的違いが多くの問題を提起していることである。それは、ドイツやフランスは社会保険モデルで福祉国家が出来上がっており、イギリスやスウェーデンなど北欧諸国の普遍主義的な福祉国家モデルとは異なっていることがもたらす問題である。社会保険モデルの国では、社会保険に加入して保険料拠出していなければ社会福祉の恩恵に浴する事は出来ないが、普遍主義モデルは租税中心に全住民対象で平等志向が強く出てくる。その結果、移民労働者はイギリスでは医療費の心配をする必要はないし、子供が生まれても子ども手当（child　benefit）が支給される。これでは移民の人たちは、ドイツやフランスに出向かずイギリスへと出向く。かくして、伊東教授は次のように結論付けられる。
　　「冷静に考えるならば、英国のような福祉国家は普遍主義を取る以上、海外からの移民流入を制限しない限り、福祉制度を維持することが難しくなる。只乗りする人がふえるからである。」(139頁)

　同じような普遍主義を取っている北欧のスウェーデンでも、難民を受け入れてきたのだが、矛盾が出てきており、与党の社会民主労働党が23%にまで支持率を低下させ、反難民を訴える極右政党の台頭の支持が大きくなっている。
　ＥＵ加盟国の拡大は、経済格差が大きすぎて為替調整が不可能に、このままでは経済政策は上手く行かない
　今後、移民の受け入れを巡ってEUとイギリスの角逐が続くだろうが、こうした問題の背景には、EUの制度的な欠陥があると伊東名誉教授は指摘する。それは、EU原加盟国だけであれば、国境検閲の廃止や協同ビザ発給などを決めたシェンゲン協定などもうまく制御できるのだが、EUを拡大したことによりEU設立の理念を変質させてしまった。つまり、EU加盟各国の経済格差が大きすぎて、ギリシアやスペインなどの経済はEUの決まりであるフロー財政赤字3%以内、ストックの赤字GDP比60%以内という枠に押し込められたため、大きく経済を落ち込ませ、失業率も高まっている。つまり、経済政策としては大失敗なのだ。これは、よく言われているように、統一通貨ユーロになったため、各国は為替による経済の強弱を調整する事が出来ず、強い経済力を持つドイツにユーロ相場が有利で、弱いギリシアやスペインは強すぎることを調整できない矛盾が表れているのだ。
もう一度為替調整を復活すべきなのか、ドイツのシュトレーク教授の提起に注目されている
　ここで、伊東名誉教授はユーロ圏経済について、ケルン大学のフランクフルト学派のシュトレーク教授の著書『民主的資本主義の危機の先送り』(2014年、邦訳『時間稼ぎの資本主義』みすず書房刊)を引用しながら、ハイエクとケインズを登場させる。ハイエクの1939年に書かれた「国家間連邦主義の経済的如条件」において、結論的には今日のEUと同じような経済圏を構想していたとみている。その結果が、先に見た経済格差の拡大による惨状である。シュトレーク氏は、それに代わってケインズが戦後体制として提起したような「統一通貨を廃止し、各国が国際収支の悪化には自己通貨を切り下げ、為替調整によって、各国間のアンバランスを正す」方策をユーロ圏で作ることを主張されているという。
　伊東名誉教授、ケインズとハイエクの違いで現実を説明へ
　そこで、ケインズ政策について伊東名誉教授の指摘が続く。すなわち、ケインズの一貫した主張は国内経済の安定、雇用と物価の安定であり、為替の安定ではなかったのだ。これに対して、ハイエクのヨーロッパ合衆国案は、権限の制約されたステイツ(国)の集まりであり、為替の安定を至上とする経済圏と言ってよい、とケインズとハイエクの違いを指摘され、ずばりユーロ圏経済の形成は産業国家ドイツに有利で、ギリシアやスペインなどには不利にならざるを得ない矛盾を抱えた経済と結論される。さらに伊東名誉教授は、ナチス・ドイツは武力によってヨーロッパ制覇を試みたが、今ドイツは統一通貨ユーロと言う制度に依ってヨーロッパ制覇を狙っていると断言されている。丁度、フランスのイマニュエル・トッド氏がこのところ強く指摘していることと同じ結論になっていることにやや驚くが、考えてみればそうなのだろう。
　伊東名誉教授、ユーロ圏経済改革の3つの道を提起へ
　少し、引用と解説が長すぎたようなので、以下簡単に触れていく事にしたい。伊東名誉教授はユーロ圏経済をどう改革したら良いのか、3点に触れている。
　一つは、統一ユーロを守るなら、日本の交付税制度のようにユーロ圏財政を統一し、遅れた地域に対して一定の行政サービスを受けられるよう、交付金を支給する制度の創設。二つにはユーロを廃止し各国通貨を復活し、為替による変動調節によって国家間アンバランスを正す道。第三には、ユーロ圏は当初の現加盟5か国に留め、他の国は別の統一通貨を採用する複数通貨制に改革すること。伊東名誉教授は、第三の道が有望かも知れないと述べておられる。いずれにせよ、何らかの改革をしない限り、ユーロ圏経済は上手く行かない事は間違いないようだ。
　さらに伊東名誉教授は、ドイツの社会的市場経済とイギリスの金融国家との違いについて述べられている。ドイツの社会的市場国家は海外市場優先型の経済であり、為替安が輸出に断然有利になるし、そうなるようにドイツ一国が牽引することによって問題を起こしている。一方、イギリスは、金融国家であり、為替で言えばポンド高を求めるという。イギリスのシティを中心にした金融が経済を大きく動かしているわけで、これだけ金融資本の整備されたシティに代わる場所は、フランクフルトでもなく、もちろんパリでもない。ニューヨーク以外にないわけで、現地法人をEU内に置くとすれば、アイルランドに形式上の現地法人を作ることになるだろう、と見ている。

イギリス政治家の持つしたたかさに注目、国内政治は妥協の産物では統治を失う危険性を熟知
こうして、伊東名誉教授は何よりもイギリスの政治家はしたたかであり、新首相メイは国内労働者の不満に目を向けていることに注目している。国内政治は妥協の産物ではない事は、かつて第二次世界大戦を勝利に導いた英雄とも言えるチャーチルが、総選挙であえなく敗北したという現実をイギリスの政治指導者達は熟知している。メイ首相らは、イギリスのＥＵからの離脱を選択した国民の民意を明確に意識しており、他のEU各国指導者がまだ気が付いていないわけで、今後イギリスのEU離脱交渉の行方を注意深く見て行かねばならない事を指摘して、長大論文を終えている。　

　イギリスのEU離脱と言う大問題の背景と、著名な過去の経済学者の指摘した問題を含めて見事な分析だと痛感させられ、来年には90歳に達せられようとしている伊東光晴名誉教授の健筆には、何と評価していいのか、言葉を知らない。願わくは、トランプ勝利についても分析して欲しいと思うのは小生だけではあるまい。
　同じ高齢の浜田宏一イエール大学名誉教授、自説の誤りを容認へ、学者としてどう評価すべきなのか、伊東名誉教授との違いを痛感
　それに引き換え、同じような高齢の浜田宏一イエール大学名誉教授の次のような発言を、どのように読者は考えられるだろうか。ちなみに、浜田名誉教授は今年80歳になられたようだ。伊東名誉教授に比べ、10歳近くも若い浜田名誉教授なのだ。
   「デフレ脱却に金融政策だけでは不十分だったという事ですか(記者の問い　峰崎記)」に対する浜田名誉教授の答え、
　　「私がかつて『デフレは(通貨供給量の少なさに起因する)マネタリーな現象だ』と主張していたのは事実で、学者として以前言っていたことと考えが変わったことは認めなければならない」

　　「(著名投資家の)ジョージ・ソロス氏の番頭格の人からクリストファー・シムス米プリンストン大教授が8月のジャクソンホール会議で発表した論文を紹介され、眼からウロコガ落ちた。金利がゼロに近くては量的緩和は効かなくなるし、マイナス金利を深堀すると金融機関のバランスシートを損ねる。今後は減税も含めた財政の拡大が必要だ。ただ歳出を増やすのではなく何に使うかは考えないといけない」
　(以下略)
　「アベノミクス4年、減税含む財政拡大必要　内閣官房参与浜田宏一氏」(日経新聞2016年11月15日付朝刊より)

　伊東名誉教授との違いを感じたのは、小生だけではあるまい。浜田名誉教授が指摘されていることは、相当前から日本の学者や専門家が指摘していたことではないのか。一体、この国の安倍政権にすり寄る学者・専門家は、どうなっているのだろうか。浜田名誉教授の発言には、唖然とした思いを禁じ得ない。
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